


● 特定非営利活動法人Ｍブリッジ①

認定取得を目指すＮＰＯ法人の制度改正への理解、その

他地域での活動を支援する。そのために、松阪管内のＮ

ＰＯ法人に向けて制度に関するアンケートを実施し、フ

ァンドレイジングのキーパーソンとなりうる人材を抽出

する。その後、キーパーソンとの間で勉強会、講座、相

談などを通じて、地域での活動の幅を広げていく。

① アンケートの回収率

② ヒアリングの件数

③ 調査結果報告書の配布（一部）

〃 （残部）

④ 勉強会の実施

⑤ 講座の開催

⑥ 個別相談の件数
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● 特定非営利活動法人Ｍブリッジ②

企業とＮＰＯが一緒になり、一般県民に向けた「社会広

報誌」という広報誌を刊行する。その中で企業とＮＰＯ

の活動をまとめ、それぞれの活動を伝わりやすくする。

また、この広報誌をポスティングする協力者を募りつつ、

活動の認知度を上げていく。

① 社会参画者数

② 社会広報紙配布数
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● 特定非営利活動法人いせコンビニネット

・リユースパソコン地域循環化プロジェクト（企業から

ＮＰＯへの中古パソコンの寄贈推進）

・志摩地域中間支援組織基礎調査プロジェクト（志摩地

域を中心とした中間支援機能強化）

・ＮＰＯ法・税制改正啓発プロジェクト

の３つの柱による事業を実施する。

① 三重県・東北でパソコン払い下げ企業・行政の確保

② 志摩 NPO 団体調査件数

③ NPO 法改正講座または会議出席

④ 再生作業をしてもらえる作業所等の確保、再生作業

の指導

⑤ 志摩 NPO 団体調査件数 志摩地域、三重県内ステー

クスホルダーの発掘

・ 掘り起こし人材

・ 掘り起こし団体

⑥ セミナー参加者・ミニレクチャーや訪問による啓発

活動
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● 特定非営利活動法人なばりＮＰＯセンター

ＮＰＯや市民のために、ＮＰＯの活動や寄付税制につい

ての講座やイベントを開く。それらを通じて、ＮＰＯの

寄付の獲得、ＮＰＯや中間支援組織の認識化の促進、多

様な主体との協働などを目指し、事業規模を拡大してい

く。

① 講座延参加者

② 企業参加

③ 寄付金獲得
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● 東紀州コミュニティデザイン

現在、東紀州での市民団体の繋がりが不十分なため、４

つの事業部（コミュニティカフェ事業部、キタガワノホ

トリ事業部、防災・減災事業部、中間支援事業部）を創

設し、各分野ごとに連携、ネットワーク化を促進する。

① コミュニティカフェ事業部

② キタガワノホトリ事業部

③ 防災・減災事業部

④ 中間支援事業部
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２
【新しい公共推進指針（仮称）策定】

ビジョン検討に参加する県民が述べ１，
５００人以上

０

23 年度下

半期より

事業実施
523 1000 1500

３ 【新しい公共の場づくりのためのモデル事業
（ＮＰＯ等と行政の協働事業）】
新しい公共支援事業終了後の継続事業件数 ０

23 年度下

半期より

事業実施 5 11 11

※ 平成 23 年度上半期の報告時以降、評価（数値）欄には、当期（実績）と来期（目標）の数値を入れてください。

※ 交付申請時は空欄でも結構です。


